
産研論集（関西学院大学）49号　2022.3

－ 110 －

域開発』635号

大西達也（2020）「コロナだけど、コロナだから ... 熱く

なる津軽海峡交流圏 : 交流圏民が進める地方創生」

『地域開発』635号

栗田匡相編著（2022年 3月刊行予定）『マイクロエビデ

ンスを利用した地域共生社会の創り方』中央経済社

【Reference Review 66-5 号の研究動向・全分野から】

管理職は魅力的？

経済学部教授　西村　智

　昨今、若い世代で管理職を希望しない人が増え

ている。労働経済白書（平成 30年度版）による
と一般社員の 6割が管理職を希望していない。そ
の理由をみると「責任が重くなる」がトップ回答

で、意欲や向上心のなさが要因かと思われる一方

で、「業務量が増え、長時間労働になる（2位）」「職
責に見合った金額が支払われない（3位）」との回
答からは管理職という地位そのものの魅力が低下

している可能性が窺える。実際、グローバル化や

コンプライアンス遵守、人材の多様化など経営環

境が大きく変化したことにより管理職の業務量が

増え、責任が重くなっていることが指摘されてい

る。そこで、本稿では「管理職」の役割や地位が

どのように変化しているのかについて考察する。

以下で紹介する論文はすべて、『日本労働研究雑

誌』725号（2020年 12月刊行）に掲載されてい
るものである。

　坂爪洋美「管理職の役割の変化とその課題－文

献レビューによる検討」は海外文献のレビューを

行った結果、管理職の役割（内容）に大きな変化

はないが、管理職の役割が質的に変化したために

より負荷や葛藤を伴うようになったことを明らか

にしている。この背景に、組織構造がより柔軟で

よりフラットなものに変化したことがあげられ

る。つまり、以前は単に部下に指示を出し管理し

ていればよかったものが、組織のフラット化に伴

い部下との対話がより重視されるようになった。

その結果、管理職に期待される役割が単なるリー

ダーシップ力から対話の重視とサポーティブな

リーダーシップの発揮へと質的に変化し、管理職

の精神的負担を重くしている。さて、日本におい

ても同様の変化がみられるであろうか。近年、上

司のビジネス・マナーとして「おひたし」が注目

されている。これは、上司のあるべき行動を示し

たもので、「怒らない」「否定しない」「助ける」「指

示する」の頭文字からできている。このことから、

日本においてもより高度なコミュニケーション力

が管理職に求められるようになってきているとい

える。

　久米功一・中村天江「日・米・中の管理職の働

き方－ジョブ型雇用を目指す日本企業への示唆」

はリクルートワークス研究所が 2014年に行った
マネージャー調査を用いて管理職の働き方につい

て国際比較を行っている。それによれば、ジョブ

型雇用（仕事に人を貼り付ける雇用システム）の

アメリカでは管理職の役割が明確で、突発的な仕

事が少ないが、彼らは仕事におけるリスクをとる

傾向にある。一方、メンバーシップ型雇用（人に

仕事を貼り付ける雇用システム）の日本はアメリ

カと正反対である。つまり、管理職の役割は曖昧

で突発的な業務が多い。そして、彼らはリスクを

回避する傾向にある。実は、日本では管理職の職

務範囲を曖昧にしておくことで業務上生じる不確

実性に柔軟に対応している。また、部下のマネジ

メントについては、アメリカでは上司が部下に具

体的な指示を出し、育成するのに対して、日本で

は、上司は部下に具体的な指示を出さずに任せる

傾向にあるという。しかし、このような日本の管

理職の役割の曖昧さは同質的な労働者間で成り立

つのであり、人材が多様化する現在、時代錯誤に

なりつつある。坂爪論文で示されたように管理職

に期待される役割は高度に変化している。ところ
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で、日本の管理職は、自身が業績目標を担ってい

るプレイヤー的要素が強い。これまでと働き方や

待遇は同じで、なおかつ、きめ細やかな部下への

対応を期待されるとなると「管理職は割に合わな

い」という意見がでてきて然るべきである。

　佐藤香織「管理職への昇進の変化－「遅い昇進」

の変容とその影響」は、日本的雇用慣行の特徴の
1つである「遅い昇進」に変化が起きているかど
うかを論じている。「遅い昇進」は、日本企業に

おいて長期の技能形成へのモチベーションを維持

する仕組みとして重宝されてきた。しかし、近年、

ビジネスのグローバル化や社会環境の変化によ

り、「遅い昇進」の弊害が指摘され、コア人材の

早期選抜が企業の重要な経営課題となっている。

しかし、佐藤が賃金センサスを分析した結果、昇

進年齢の早期化は確認できなかったという。この

ような状況では、早期に昇進し活躍できる海外の

企業と比べて日本企業は魅力ないものと映り、優

秀な人材の確保や定着が期待できなくなる。

　以上見てきたように、日本企業には「遅い昇進」

や「曖昧な職務範囲」など日本的雇用慣行が色濃

く残されている一方で、新しい経営環境への対応

を迫られる管理職の負担は加重なものとなってい

る。そして、このことが、管理職希望者が減って

いる要因の 1つであると推察できる。いうまでも
なく、優秀な管理職を育てることは企業の競争力

を高める。日本企業にとって管理職の職務と責任、

処遇を見直すことは喫緊の課題ではないだろう

か。
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Income inequality is one the rise in nearly all countries 
around the globe. The UK, where wealth be been 
distributed much less equally than in most other western 
European nations for decades, is struggling with a rising 
Gini coefficient. Standing at 35% in 2020, it is not only 
higher than many of its European counterparts such as 
Slovenia (24.4%), Belgium (27.2%), The Netherlands 
(28.1%), France and Germany (32.3% each), but also 
surpasses countries like Thailand, Tunisia, Canada and 
Australia (Statista, 2021). 
 The UK ’s income inequality of 36.3%, as 
measured by the Office for National Statistics (2021) for 
the financial year ending 2020, was the highest reported 
the decade between 2010 and 2020, highlighting a 
widening gap between the wealthiest social groups and 
the rest of the British population. In a mere 10 years 
(from 2010 to 2020), the income share of the richest 
one percent of the population grew to 8.3 % (up from 

7%) (ONS, 2021). As the period for FYE ended just 
before the Covid-19 pandemic started, the projected 
growth in inequality among the British population 
has not yet been accounted for. Yet, considering that 
a plethora of studies have highlighted that pandemics 
raise income inequality, the next edition of the ONS’ 
study on income inequality might reveal a considerably 
higher Gini coefficient, which could last well beyond 
the end of the Covid-19 pandemic. 

 Using Household Costs Indices (HCIs) as a 
deflator of income, the Office of National Statistics 
impressively highlights that while “nominal income 
increased 45.9% and 43.4% for low- and high-income 
households, respectively” between 2005 and 2018, 
inflation made these gains for low-income households 
negligible. Due to household inflation, the rise in real 
income for the poorer households was a mere 4.3%, 


